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統計でみる欧州におけるCOVID-19の影響 

欧州統計局eurostatが2020年7月に発行した欧州の小売業、産業、建設業、サービス業に

おけるCOVID-19の影響に関する統計『Impact of Covid-19 crisis on short-term statistics』
の内容について以下に紹介する。 
 
1. 小売業界へのCOVID-19の影響 
1.1 欧州のCOVID-19対策 

COVID-19パンデミックは1月と2月に欧州を襲い、スペイン、フランス、イタリアで最初

の症例が確認された。COVID-19の感染は現在、すべてのEU加盟国で確認されている。 
パンデミック対策として、EU加盟国は様々な対策を講じている。3月17日の時点で、EU

加盟国は第三国からのEU域内への渡航を一時的に制限している（すべてのEU加盟国とシェ

ンゲン協定国の国民は例外）。また、ほとんどの国がEU加盟国間の移動にも制限を課した。 
3月第2週には、ほとんどの加盟国で学校が休校となった。ほとんどすべての加盟国で公

共のイベントが中止され、個人的な集まり（2人から50人まで）が禁止された。また、ほと

んどすべての国で、バー、レストラン、ホテルが閉鎖された。さらに、ほとんどの国では、

スーパーマーケット、薬局、銀行以外の小売店が閉鎖された。イタリアとスペインでは、

必要不可欠でない生産が停止され、いくつかの国では地域的、あるいは国家的なロックダ

ウン措置が課され、多くの地域での経済活動が阻害された。 
防止策の大部分は3月中旬に実施された。ほとんどの予防措置と制限は、4月末まで継続

された。5月には、いくつかの対策が撤回されたか、または範囲と程度が緩和された。5月
には多くの店が営業を再開することができ、その結果、前例のない落ち込みが続いていた2
ヶ月後に小売業の活動が再び活発化した。 
 
1.2 2020年5月の小売取引量の推移 

2020年5月のEU-27の小売取引量（価格調整後売上高）は、2020年4月と比較して16.4％
増加し、前年比では4.2％減少した。欧州では、2020年5月の2020年4月との比較では17.8％
の増加、2019年5月との比較では5.1％の減少となった。 

図1.1は、2020年1月から5月までの小売貿易量の推移を、全体と各種商品群（例：食品、

非食品、自動車燃料など）で示したものである。3月と4月にはすべての非食品商品グルー

プが大きな減少を示し、特に繊維製品、衣料品、履物の減少幅が大きかった（2月から4
月の間に77.8％減）。医薬品は3月には増加していたが、4月には減少し、2ヶ月間で12.4％
の減少となった。自動車用燃料は43.2％、コンピュータ、書籍および類似製品は41.5％、

電気製品および家具は34.8％の減少であった。5月には、すべての非食品製品グループの

売上が再び回復した。しかし、前月の損失を完全に補うことができるほどではなかった。

食品・飲料・タバコ製品の売上高は、非食品製品の売上高とはやや異なっていた。この製

品カテゴリーの売上高は3月に増加し、その後4月に減少したが、5月には2月の水準に戻

っていた。食品の指数の推移は、3月の消費者の不安による「パニック買い」の影響を

受けている可能性がある。長期的な不足が予想されないことが明らかになると、購買は
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4月に再び減少し、5月には安定した。ドイツ連邦統計局が行った特別な実験調査では、3月
中旬に消毒剤や小麦粉、トイレットペーパーなどの購入が急増している。このような買い

だめ傾向は、いくつかの国で見られた。 

 
 
 
 
図1.2は、スーパーマーケット、百貨店、インターネット販売の販売形態別の小売取引量

のレベルを示したものである（すべての専門店の販売を合わせた指数ではない）。スーパ

ーマーケットは3月と4月のロックダウン期間中も通常通り営業していたため、3月の売上高

は増加したが、4月と5月には通常の水準に戻っている。多くの国で閉店していた百貨店は、

3月と4月に売上が減少した。5月には再び売上が回復したが、2月の水準には戻っていない。

インターネットの売上はすでに数年前から増加傾向にあったが、パンデミックはこの傾向

をさらに押し上げた。 
 

 

 
 

図1.1 欧州の小売取引量の推移（1~5月）（2015年同月を100として） 
出典：Impact of Covid-19 crisis on short-term statistics、eurostat 

図1.2 欧州の販売形態ごとの小売取引量の推移（1~5月）（2015年同月を100として）

出典：Impact of Covid-19 crisis on short-term statistics、eurostat 

全小売取引 食品・飲料・たばこ 非食品（自動車燃料除く） 繊維・衣類・履物 

医薬品・医療用品 PC 関連・書籍 家具・家電 自動車用燃料 

全小売取引 スーパーマーケット 百貨店 インターネット販売 
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表1.1は、4月と比較した5月の商品群別・販売形態別の前月比伸び率と、2月と比較した4
月および5月の伸び率を示したものである。最後の「Recovery」の項目は、最近の5月の小

売取引量の水準と2月の水準との比較である。表からわかるように、食品、飲料、たばこ、

スーパーでの売上高は2月の水準に戻っているが、多くの非食品については、ロックダウン

措置前との間にまだ大きなギャップがあることがわかる。特に繊維製品、衣料品、履物の

販売レベルは2月の半分程度にとどまっている。 

 
比較のために、図1.3は、2010年から2019年の1~5月の平均的な各小売貿易カテゴリーの

推移である。一般的に、ほとんどの商品カテゴリーでは、1月から4月の間に比較的安定し

た、しかし緩やかな販売量の増加を示しており、繊維製品と自動車用燃料では2月には小幅

な減少を示し、3月には再び増加する傾向がある。5月に入ると、ほとんどの製品群で、特

に自動車用燃料の販売がよりダイナミックに増加している。図1.3が示すように、各月での

変化は、通常1～2ポイント程度の範囲であり、図1.1に示した2020年の20ポイント以上の増

加の大きさは、前例のないものであることがわかる。 

 

 
 
 

表1.1 EUの商品群および販売形態ごとの小売取引量の減少状況 

図1.3 商品カテゴリーごとの小売取引量の1~5月の推移（2010~2019平均） 
出典：Impact of Covid-19 crisis on short-term statistics、eurostat 
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1.3 2008年との比較 
2008年のリーマンショックによる世界金融危機は、工業および建設業の生産に劇的な影

響を与えた。 
2008年1月から12月までの間に、EU-27の総小売量指数は1.8ポイント低下し、2020年3

月と4月には22.6ポイント低下した。2008年に最も強い下落が観測されたのは電気製品、書

籍および類似品（▲4.7ポイント）、自動車燃料の指数は▲2.2ポイント、繊維製品の指数は

▲2.8ポイントであった。通販・インターネット取扱量は指数の半分のポイントの低下にと

どまった。 
2020年の落ち込み幅ははるかに大きく、2020年4月は、その2か月前と比較して繊維製品

の販売数量の指数が79.8ポイント、自動車燃料の指数が46.1ポイント、コンピュータ機器・

書籍の指数が47.1ポイント、家電・家具の指数が40.5ポイントそれぞれ低下した。一方、通

信販売・インターネット取扱量は24.4ポイント上昇した。 
 
 
1.4 各国の状況 

COVID-19パンデミックに対する措置は国によって時期や厳格さが異なるため、小売貿易

への影響も異なることが予想された。表1.2は直近の5月と4月の変化率と2月と4月の変化率

を示したものである。この表には、5月の指数水準と2月の水準との間の比率（「回復」）

も含まれている。 
一部の国（デンマーク、ドイツ、オランダ、オーストリア、フィンランド）では、すで

に2月の売上高の水準を回復しているか、あるいは上回っている。大多数の国では、少なく

とも危機前の水準の90％程度の水準に達している。最も回復度の低い国は、ブルガリア

（78.3％）、スペイン（81.2％）、ポルトガル（81.7％）である。 
一般的に、食品、飲料、タバコの分野では比較的高い回復率を示している。生活必需品

を多く含むこの商品群では、3月と4月の落ち込みはそれほど劇的ではなかった。非食品は

90.0％の回復レベルで、依然としてやや遅れをとっている。自動車用燃料の販売は比較的ゆ

っくりとした回復である。欧州のどの国も、このカテゴリーの2月の売上高の水準にはまだ

達していない。 
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2. 各産業へのCOVID-19の影響 
2.1 2020年春の産業生産の状況 

2020年5月のEU-27の産業生産は、前月比で11.4%増加した。4月と3月には、前月比で

18.2％と10.8％の深刻な減少が記録された。2020年2月から5月までの総損失は18.8%に達

する。欧州圏では、5月の産業生産は4月と比較して12.4%増加したが、2月から5月の間の

減少は18.9%であった。 
図2.1は、総産業と様々な主要産業グループ（中間財、資本財、エネルギー、耐久消費財、

非耐久消費財）の2020年の産業生産の推移を示している。 

 
 
 

EU-27では、耐久消費財（自動車など）の工業生産は5月に最も強い伸びを示した（47.7％）

が、これは4月と3月の大幅な落ち込み（31.2％減と25.3％減）によるものである。しかし、

4月からは大幅に回復しているものの、このカテゴリーの生産水準はまだ2月の水準の約4分
の3にとどまっている。資本財（24.8％）の増加も顕著であったが、危機以前の水準の約4
分の3までしか回復していない。5月の中間財生産は8.7％、エネルギー生産は2.5％、非耐久

消費財生産は1.8％増加した。産業生産全体では、危機前の活動の81.2％の水準に回復した。 
比較のために、図2.2は各産業グループの1月から5月までの推移の2010~2019年の平均を

示している。一般的に、エネルギー生産以外の主要産業は1月から5月の間に増加しており、

最も強い成長を示す月は通常3月と5月である。エネルギー生産は、通常1月から2月の間に

増加し、3月と4月に減少し、5月に再び増加する。図2.2からわかるように各月の平均変動

は1ポイント程度であり、2020年の変動が異例であることがわかる。 
  

図2.1 主要産業の生産量の1~5月の推移（2015年同月を100として） 
出典：Impact of Covid-19 crisis on short-term statistics、eurostat 

全産業 中間財 

エネルギー 資本財 

耐久消費財 非耐久消費財 
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2.2 2008年との比較 

2008年の世界金融危機は、産業生産と建設業の生産に深刻な影響を与えた。2008年4月
から2009年4月までのわずか1年の間に、中間財の生産はほぼ31ポイント、資本財の生産は

ほぼ28指数ポイント、耐久消費財の生産は約4分の1減少した。エネルギー生産は16ポイン

ト減少し、非耐久消費財（食品・飲料など）の生産は4ポイント減少した。合計すると、産

業生産はこの12ヶ月間に22ポイント以上減少した。 
世界的な金融危機と比較すると、COVID-19危機は、様々な産業グループに、より深刻な

影響を与えた。2020年2月から4月までのわずか2ヶ月の間に、総産業生産の指数は28ポイ

ント低下し、耐久消費財の指数は半減し、資本財の指数は40ポイント以上低下した。5月に

部分的に回復したにもかかわらず、これらの損失は今のところ回復していない。 
最近の落ち込みは、統計開始以来、月次で記録された最大の落ち込みであり、金融危機

の間に見られた2008年後半と2009年前半の落ち込みを大幅に上回っている。全体として、

欧州圏とEUの産業生産は、2020年4月にはすでに1990年代に達していた水準にまで落ち込

んでいる。 
 
 
2.3 各産業の状況 
図2.3は、2020年3月、4月、5月の各産業の概要をより詳細に示したものである。3月、4

月の生産減少率が最も高かった産業は、自動車、皮革製品、衣料品、繊維、家具の製造業

であった。これらの産業は5月に例外的に高い成長率（例：皮革製品193.5％、自動車176.3％）

を示したが、これは4月が極端に低い水準に達していたためである。 
 
  

図2.2 各産業の生産量の1~5月の推移（2010~2019平均） 
出典：Impact of Covid-19 crisis on short-term statistics、eurostat 
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図2.4は、2020年2月と5月の各産業の生産量比較を示している。この期間の最初の2ヶ月

間、すなわち3月と4月には、一部の産業で劇的な損失が発生していた（例：自動車や皮革

製品では約80％）。プラス成長率を記録した産業はごく少数（医薬品やタバコ製品など）

にとどまった。工業生産全体では約27％減少した。4月から5月の間に概ねプラス成長を記

録した結果、これらの損失はある程度回復している。しかし、自動車製造業の水準は、危

機前の半分程度にとどまっている。産業全体では、5月の生産は2月の値を18.8%下回ってい

る。 
  

図2.3 各産業の3月、4月、5月の成長率（各前月比） 
出典：Impact of Covid-19 crisis on short-term statistics、eurostat 
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2.4 各国の状況 

COVID-19パンデミック対策は国によって時期や厳しさが異なるため、産業生産への影響

も異なることが予想される。表2.1に2020年3月、4月、5月の成長率（各前月比）を示す。2
月と比較して3月は、イタリア（28.4％減）、スロバキア（20.0％減）、ルクセンブルク、

フランス（いずれも17.2％減）で最大の減少を記録したが、アイルランド（21.2％）、フィ

ンランド（2.2％）、ギリシャ（1.6.9％）、リトアニア（1.7％）では依然として若干のプ

ラス成長を記録している。3月と比較して4月の鉱工業生産はすべての加盟国で減少し、最

大の減少はハンガリー（30.5％減）、キプロス（28.4％減）、スロバキア（27.2％減）であ

った。5月の鉱工業生産はほぼすべての国である程度回復し、前月比ではイタリアが42.1％、

フランスが20.0％、スロバキアが19.6％の伸びを示した。 
  

図2.4 各産業の2月と5月の生産量比較 
出典：Impact of Covid-19 crisis on short-term statistics、eurostat 
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表2.1 各国に2020年3月、4月、5月の総産業生産成長率（各前月比） 

 
しかし、最近の回復は一般的に、COVID-19パンデミック以前の水準まで回復するには不

十分であった。表2.2はEU-27の主要産業の回復度を示している。一般的な回復水準は、EU
圏全体では約81%である。一部の国（例：リトアニア、98.6％）は危機以前の生産水準をほ

ぼ回復しているが、他の国（例：ハンガリー、72.0％）はまだ長い道のりがある。表2.2は
また、エネルギー生産（93.9％）と非耐久消費財（87.9％）では比較的強い回復を示してい

るが、資本財（74.3％）と耐久消費財（75.9％）ではまだ低いことを示している。 
表2.2 各国の各主要産業の2月と5月の生産量の比較 

 

中間財 エネルギー 資本財 耐久消費財 非耐久消費財 
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3. 建設業へのCOVID-19の影響 
3.1 2020年5月の建設生産の状況 

2020年5月のEU-27の建設生産は、前月比21.2％増、2019年5月比10.3％減となった。欧

州圏では、2020年4月と比較して27.9％の増加、前年と比較して11.9％の減少となった。5
月の回復にもかかわらず、EU-27の建設活動の水準は、2月の水準の約 89.1％（欧州圏88.0％）

にとどまっている。 
図3.1は、総建設、建築物、土木の2020年1月から5月の生産の状況を示している。 

 

 
 

EU-27では、5月の建築部門の生産は2020年4月と比較して20.4％の増加を示した。土木

部門の増加は22.4％であった。欧州圏では、建築部門の生産は27.6％増、土木部門は28.5％
増であった。 

2020年の状況は前例のないものとなっている。比較のために、図3.2は、EU-27の2010
～2019年の1月から5月の建設業界の生産の平均的な傾向を示している。平均して、建設業

指数は1月から2月にかけて約1ポイント下落し、3月には以前の水準を回復し、4月と5月に

はそれを上回っている。各月間の変動は約1ポイントである。 

 
 
 
 

図3.1 建設業界の2020年1月~5月の生産状況（2005年を100として） 
出典：Impact of Covid-19 crisis on short-term statistics、eurostat 

図3.2 建設業界の2020年1月~5月の生産状況（2005年を100として） 
出典：Impact of Covid-19 crisis on short-term statistics、eurostat 

全建設業 建築 土木 

全建設業 建築 土木 
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3.2 2008年との比較 
2008年の世界的な金融危機は、産業と建設業の生産に深刻な影響を与えた。2008年2月

から4月の間に、EU-27の総建設業指数は7.1ポイント低下した（建築部門は6.4ポイント、

土木部門は10.0ポイント低下）。その後数ヶ月の間に、総建築物指数と副指数は、減少幅は

小さく、時折増加もあったものの、再び低下した。しかし、その後の5年間（2013年春まで）、

建設業指数は明らかに低下傾向にあり、2013年3月には95.4ポイントと最低水準に達した。

この5年間で建設業指数は約33ポイント低下したが、その後は緩やかに回復し始めた。しか

し、2008年2月のピークである128.3ポイントを回復するには至らなかった。しかし、2020
年2月から4月までの間に、建設業は EU-27で約30ポイント、欧州圏では34ポイント以上低

下した。 
 
3.3 各国の状況 

COVID-19パンデミック対策は国によって時期や厳しさが異なるため、建設業への影響も

異なることが予想される。表3.1は2020年の5月の成長率（4月比）と4月の2月の比較を示し

たものである。 
表3.1 各国の建設業の2020年5月の成長率（4月比）と4月の成長率（2月比） 

 
5月のイタリアとフランスの成長率は驚異的であった（168.0％と118.3％）。しかし、こ

れらの成長率は、2月から4月の間にイタリアで70.3％、フランスで64.6％の下落により記

録した低水準によるものである。最近の回復にもかかわらず、両国の建設活動は2月の水準

の80％を下回っている。 
スウェーデン、ルーマニア、フィンランドは、すでに2月の水準をわずかに上回っている。

これらの国々は、2月、3月、4月のCOVID-19パンデミックの期間に、建設工事の深刻な落

ち込みがみられていない。データが入手可能な国の大半は、現在、2月の水準の80％から90％
の間で建設活動の水準を回復している。 
ほとんどの場合、建築部門と土木部門の状況は、ほぼ同じ傾向である。しかし、いくつ

かの国では、2つの建設部門の状況に違いが見られる。例えばスペインでは、5月の建築部

門は4月と比較して 32.5％増加したが、土木工事は2.6％減少した。 
 

総建設業 建築 土木 
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図3.3は、月次データが入手可能な国々の2020年5月と2019年5月の間の変化率を示してい

る。ルーマニア（14.6％）、フィンランド（4.1％）、ドイツ（1.7％）のみ、この期間に建

設業のプラス成長が見られた。スペイン、フランス、ハンガリーでは、建設業の前年比減

少率は約20％以上である。大多数の国では10％程度の減少となっている。 

 

 
 
 
 
4. サービス業へのCOVID-19の影響 
4.1 2020年4月のサービス生産の状況 
図4.1は、総サービス業と各サービスの1月から4月の生産量の状況を示したものである。

金融・保険サービスや公共サービスは含まれていない。また、毎月のサービスの数字は、

加盟国から送られてくる売上高と価格のデータに基づいて、欧州統計局が部分的に推計し

たものである。さらに、多くの国がまだ月次サービス生産や売上高のデータを提供してい

ないため、対象範囲は完全ではない。 
 

 
 
 
 

図3.3 各国の建設業界の2020年5月と前年同月の生産量比較 
出典：Impact of Covid-19 crisis on short-term statistics、eurostat 

図4.1 各サービス業の生産の状況（2020年1~4月）（2005年を100とする） 
出典：Impact of Covid-19 crisis on short-term statistics、eurostat 

輸送・倉庫 ホテル・レストラン 情報通信 専門・科学・技術ｻｰﾋﾞｽ 事務・支援サービス 総合 
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2020年4月のEU-27のサービス生産量は、2020年3月と比較して12.0％減少した。2020年
3月にはすでにサービス生産量は11.6％減少しており、2月から2020年4月までの総減少量は

22.2％にのぼる。2019年4月から2020年4月までの間に、サービス生産は22.8％減少した。

欧州圏でも同様の傾向であり、3月に13.3%、4月に14.2％の減少があり、合計で25.6％の減

少となった。2019年4月から2020年4月までの間に、欧州圏のサービス生産は26.3％減少し

た。 
 COVID-19パンデミックの間（2月と比較して4月）に最も強い減少が記録されたのは、

宿泊・飲食サービス（ホテル・レストラン）で、EU-27では77.5％の減少となった。 
 輸送サービス（陸・水・空）は17.2％減少した。 
 一般的に企業が利用する事務・支援サービス（雇用サービス、警備、清掃など）は16.5％

減少した。 
 専門的・科学的サービス（法律サービス、会計、マーケティングなど）は13.5％減少し

た。 
 情報通信サービスは4.2％と比較的小幅の減少であった。 

 
図4.2は、各国のホテル・レストラン業界の売上高が2020年2月から4月の間にどれだけ大

きく減少したかを示している。売上高データは、生産データよりも多くの国で利用可能で

あり、生産データ、つまりデフレートされた売上高データが利用可能である。月次データ

は一部の国でしか入手できないため、EU-27とユーロ圏の結果は部分的に推定されている。

多くの加盟国でホテルやレストランが閉鎖され、または営業が大幅に抑制された2ヶ月間に、

EU-27では売上高が77.1％、ユーロ圏では81.4％減少した。最も大きな減少はスペイン

（94.6％減）、スロベニア（87.2％減）、フランス（82.8％減）であった。 

 

 
 
サービス生産とサービス回転率の低下の大きさをよりよく理解するために、図4.3は各サ

ービス業の1月から4月の推移の2010年から2019年の平均を示したものである。一般的に、

サービス生産は1月から4月の間、継続的に増加している。例外は専門的、科学的、技術的

サービスで、2月にはしばしば低下するが、その後3月には強く増加し、4月にはさらに増加

する。変化の大きさは、通常1指標ポイント前後である。 

図4.2 各国のホテル・レストラン業界の2020年2月と4月の売上高比較 
出典：Impact of Covid-19 crisis on short-term statistics、eurostat 
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4.2 2008年との比較 

2008年1月から2008年12月までの間に、EU-27のサービス生産総額の指標は4.7ポイント

低下したのに対し、2020年2月から4月までの間には26.4ポイント低下した。2008年に最も

大きく減少したのは事務・支援サービス（6.9ポイント減）で、2番目に大きく減少したのは

専門・科学・技術サービス（6.0ポイント減）であったが、情報サービスの指数は1.2ポイン

トの減少にとどまり、ほぼ横ばいであった。ホテル・レストランは4.7ポイント、運輸業は

5.5ポイント低下した。 
これと比較して、2020年4月のホテル・レストランサービスの生産量指数は、2月と比較

して88.0ポイント低下した。輸送サービスの指数は18.8ポイント低下し、最も大きな損失は

航空輸送（-69.9 ポイント）であった。 
情報通信サービスは5.1ポイント低下した。電気通信（+1.0ポイント）はマイナスの影響

を受けていないが、映画やテレビ番組などの制作は27.0ポイント減少した。主に企業が利用

するサービス（すなわち、専門的、科学的、技術的サービス、管理、オフィスサポート）

の中で、最も強い減少は、レンタル・リース（30.7ポイント減）と広告・市場調査（33.4
ポイント減）でみられた。 
 
4.3 各国の状況 

COVID-19パンデミック対策は国によって時期や厳しさが異なるため、サービス生産への

影響も異なることが予想された。月次サービス生産のデータは一般的には入手できないた

め、表4.1は2020年第1四半期のサービス産業の売上高を2019年第1四半期と比較したもので

ある。この表には、2010年から2019年までの第1四半期の平均成長率も含まれている。 
サービス業全体の売上高は、EU-27では2.9％、欧州圏では3.4％の減少が見られた。最も

大きな減少はマルタ（15.7％減）で記録されたが、いくつかの国では第1四半期全体の値は

依然としてプラスであった（ブルガリア3.6％、ルーマニア2.9％）。 

図4.3 各サービス業の一般的な1月から4月の推移（2010年～2019年の平均） 
出典：Impact of Covid-19 crisis on short-term statistics、eurostat 

輸送・倉庫 

ホテル・レストラン 情報通信 

専門・科学・技術ｻｰﾋﾞｽ 事務・支援サービス 
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表4.1 各国のサービス業界の2020年第1四半期の成長率（前年比）と 
  2010年から2019年の第1四半期平均成長率（各前年比の平均 

 
 
 輸送サービスはEU-27では3.5%、ユーロ圏では4.1%減少した。最も大きく減少したの

はラトビア（10.5％減）であった。 
 宿泊・飲食サービスは、EU-27で15.4％、ユーロ圏で15.9％の減少となった。特にイタ

リア（24.8％減）、キプロス（23.1％減）、マルタ（22.1％減）の減少が目立った。 
 情報通信サービスの売上高は、EU-27で0.8％、ユーロ圏で1.3％減少した。多くの国で

は、これらのサービスの売上高は依然としてプラスの変化率を記録している。 
 専門的、科学的、技術的サービスについては、全体の減少率は比較的小幅であった

（EU-27では-0.5%、ユーロ圏では-1.1%）。 
 事務支援サービスの売上高は、EU-27では5.6％、ユーロ圏では5.7％減少した。このサ

ービス部門では、ハンガリーの19.5％の減少からエストニアの 10.1％の増加まで、各

国間でも比較的大きな差が見られた。 
 
(参考資料) 
・Impact of Covid-19 crisis on short-term statistics、eurostat 
 

輸送・倉庫 ホテル・レストラン 情報・通信 専門・科学・技術 事務支援 
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米国における航空機産業の動向について 

 
 本調査レポートは、航空機及び同部品産業での米国市場参入の際の基礎情報として活用

していただくため、COVID-19 の影響を踏まえた同産業の最新動向等について報告する。 
 
１．米国の航空機及び同部品産業の概況 
（１）米国市場の位置づけ 
調査会社 IBIS によると、2020 年の米国の航空機及び同部品産業の売上高は、2,249 億ド

ルと予測しており、世界最大規模と報告されている。この背景に米国では、国内線旅客輸

送が活発であり旅客機の機体保有数が世界トップであること、また多額の軍事費が拠出さ

れていることなどがあげられる。 
情報関連会社 Uzabase の集計では、米国の 2017 年時点の旅客機の機体保有数は 6,817

機で、第 2 位の中国（2,890 機）の 2.4 倍と世界最大の保有数を誇る。米国の週あたり旅客

輸送量（有効座席キロ、Available Seat Kilometres、略称 ASK）は、545 億座席キロにの

ぼり、第 2 位の中国（同 305 億座席キロ）と比べて 1.8 倍となっている。 
また、ストックホルム国際平和研究所（SIPRI）によると、2019 年の世界全体の軍事費

総額は 1 兆 9,072 億米ドルであり、その約 4 割近く（7,318 億米ドル）を米国が占める。 

    

図１ 各国の旅客機保有台数比較（2017 年）（左図）及び軍事費比較（2019 年）（右図） 
（出所）Uzabase（左図）、ストックホルム国際平和研究所（SIPRI）（右図） 

 
（２）米国の航空機及び同部品産業の概況 
米国の航空機及び同部品産業には、1,300 社以上の企業が参入しており、主要企業は、

ボーイング社、レイセオン・テクノロジーズ社、GE アビエーション社、ロッキード・マ
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ーティン社、ジェネラル・ダイナミクス社などがある。構成部位別にみると、機体、エン

ジン、その他部品に大別され、2020 年の各市場は、機体 60％、エンジン関連 20％、その

他部品 20％となっている。 
 

 

図２ 航空機及び同部品企業を中心としたサプライチェーンの概略図 
（出所）IBIS World Industry Report 

 

 
図３ 航空機及び同部品市場（2,249 億ドル）の内訳 

（出所）IBIS World Industry Report 
 

（３）米国の航空機及び同部品産業の動向 
同調査の報告によると、本産業は長年にわたり成長を続けていたが、その成長は鈍化し

つつある。この主な要因のひとつに、米国軍事費の縮小があげられている。2020 年の航空

機への軍事支出は、過去 5 年間で年率 4.1％減少していると分析。また、COVID-19 の影響

により、航空旅行の需要の急激な低下、機体生産の中断や縮小などによって、2020 年の売

上高は前年比で 9.9％減少し、2,249 億ドルと予測している。 
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また、今後 5 年間の予測では、アジア太平洋地域などの航空旅客輸送量の増加にけん引

され、旅客機数は成長する見通しであるが、COVID-19 前のレベルに到達するのは 2023 年

と予想。一方、軍事費は、比較的 COVID-19 の影響は受けず、F-35 や更新などの生産が増

大するとしている。業界の統合も活発化し、コスト重視が高まる中、今後 5 年間で、本産業

の売上高は年率 3.0％の上昇にとどまり、2025 年の売上高は 2,601 億ドルと予測している。 
 

 
図４ 売上高（青実線）、旅客輸送需要（緑破線）、軍事費（赤破線）の年平均成長率 

（出所）IBIS World Industry Report 
 
（４）関連トピックス 
 本産業に大きな影響を与える以下動向について報告する。 
① ボーイング社 

ボーイング社の世界の新規受注は、737MAX 型機が 2 件の墜落事故を起こしたことか

ら（2018 年 10 月 29 日のライオンエア 610 便、2019 年 3 月 10 日のエチオピア航空 302
便）、2019 年の新規受注は前年比 77.4%減の 246 機へ大幅に減少した。また、2020 年は

さらに悪化し、運航停止中の 737MAX の受注取り消しが 400 機を超えたほか、COVID-19
の影響で顧客による注文のキャンセルや大幅な値引き要求が続いており、787 ドリームラ

イナーの出荷にも打撃を与えた。同社の 8 月 11 日の発表によると、7 月の MAX 受注取

り消しは 43 機（発表済みの 35 機を含む）。ジェット機納入は 4 機（うちドリームライナ

ーは 2 機）にとどまり、新規受注はゼロだった。また、同社は 9 月 8 日、787 ドリーム

ライナーの水平尾翼の製造工程で新たな問題が発覚したと発表され、この検査のため機

体の出荷が遅れる可能性が出ている。 
COVID-19 で休止していたワシントン州とサウスカロライナ州の組み立て工場は 4～5

月に再開し、737MAX の生産も約 5 カ月ぶりに始まったが、新規受注の低迷で低稼働率
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での操業が続く。6 月末に実施した 737MAX の飛行試験は米当局の承認判断に数カ月か

かるとみられ、遅くとも 9 月末を見込んでいた運航再開はさらに延びる可能性がある。 
同社が 7 月 29 日発表した 2020 年 4～6 月期決算は、最終損益が 23 億ドル（約 2400

億円）の赤字（前年同期は 29 億ドルの赤字）となった。最終赤字は 3 四半期連続となり、

赤字幅は 1～3 月期の 6 億ドルから更に拡大した。売上高は前年同期比 25％減の 118 億

ドルだった。 

 

 
図５ ボーイング 787 ドリームライナー出荷数推移 

（出所）ボーイング社発表資料に基づきブルームバーグ集計 
https://www.bloomberg.com/news/articles/2020-08-11/boeing-s-lost-max-orders-top-400-
this-year-787-deliveries-drop 

 
② 航空需要 
 国際航空運送協会（IATA）は 7 月 28 日、世界の航空需要が COVID-19 の影響を受け

る前の水準に戻るのは、2024 年になるとの見通しを示した。2020 年の航空需要は 2019
年と比較して 55％減少するとしている。回復が鈍い背景には、①世界の航空市場の 4 割

を占める米国で感染が広がっている、②予算カットやビデオ通話の利用で企業が出張を

減らしている、③消費者の旅行意欲が高まっていないといった要因がある。IATA が 6 月

に実施した調査では回答者の 55％が年内（2020 年）は旅行しないと回答している。 
2021 年の需要は 2020 年に比べて 75％増えるが、2019 年比では 36％減にとどまる見

通し。IATA のアレクサンドル・ド・ジュニアック事務総長兼 CEO（最高経営責任者）

は声明で、「旅客数は 4 月に底を打ったが回復の力は非常に弱く、改善がみられるのは国
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内線のみで、平時には世界の航空需要の 3 分の 2 近くを占める国際線は、事実上存在し

ないままだ。世界の多くの地域で COVID-19 が依然として増加している。回復に要する

期間が長くなり、航空業界と世界経済にさらなる痛みをもたらすことを示唆している」

と述べている。 

 
図６ 有償旅客を運んだ距離を示す RPK（有償旅客キロ）の回復予測 

（出所）IATA 
https://www.iata.org/en/iata-repository/publications/economic-reports/june-data-and-rev

ised-air-travel-outlook/ 
 
 
２．貿易統計及び海外直接投資 
 米国航空宇宙工業会（AIA）によると、2018 年の米国の航空宇宙関連製品の輸出額は約

1,510 億ドルであり、895 億ドルの貿易黒字を生み出した。輸出市場は、中国がトップで、

フランス、イギリス、カナダ、ドイツと続く。このため、米中貿易戦争が先行不透明な中、

部品輸出業者にとっては、大きな課題となっている。米国の航空機輸出額は、2018 年時点

で 549億ドルであり、ボーイング社では総売上高の 49.7%を海外事業売上高が占めるなど、

輸出は米国メーカーにとって非常に重要な役割を果たしている。 
米国商務省の報告によると、2018 年末の時点で、米国の航空宇宙産業への海外直接投資

（FDI）は総額で 220 億ドル近くに上るとしている。熟練し高い知識を持った労働力、広

範な流通システム、多様な製品、地方および国レベルでの政策やプロモーションに対する

強力な支援を提供しているとし、誘致に積極的である。 
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図７ 米国の航空宇宙産業界の輸入・輸出・利益額の推移（単位：10 億ドル） 

（出所）米国航空宇宙工業会（AIA） 
https://www.aia-aerospace.org/research-center/statistics/industry-data/foreign-trade/ 

 
 

３．航空機器の主要企業 
航空機器企業の売上高ランキング TOP15（世界）は下表のとおり。米系企業については、

概要を示す。 
 

表１ 航空機器企業の売上高ランキング 

順位 所在国 会社名 
売上⾼合計 (百万⽶ドル) 

2019 年 

1 アメリカ合衆国 General Electric Co 95,215

2 オランダ Airbus SE 78,913

3 アメリカ合衆国 Raytheon Technologies Corp 77,046

4 ⽇本 三菱重⼯業 37,187

5 アメリカ合衆国 Honeywell International Inc 36,709

6 ⽇本 SUBARU 30,771

7 フランス Safran SA 28,102

8 イギリス Rolls-Royce Holdings PLC 21,176

9 フランス Thales 20,603
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10 イタリア Leonardo SpA 15,434

11 ⽇本 川崎重⼯業 15,103

12 ⽇本 IHI 12,758

13 アメリカ合衆国 Rockwell Collins Inc(⾮上場) 8,665

14 アメリカ合衆国 Spirit AeroSystems Holdings Inc 7,863

15 シンガポール Singapore Technologies Engineering Ltd 5,767

（出所）SPEEDA 
 

（１）General Electric Co（米国ニュージャージー州） 
 航空宇宙事業を子会社 GE Aviation 社（米国オハイオ州）にて実施。売上高は 2019 年決

算で、321 億米ドルと全 GE の 34％を占める。小型から大型のエンジン、ボーイング 787
型機用 GEnx エンジン製造などを行っている。COVID-19 の影響により、航空機の生産縮

小が続いていることを受け、2020 年内に世界で最大 1 万 3,000 人（約 25％）の従業員の削

減する計画を発表した。 
 
（２）Raytheon Technologies Corporation（米国マサチューセッツ州） 

United Technologies Corporation（UTC）社の航空宇宙事業部門と Raytheon Company
社合併により 2020 年 4 月に設立。防衛・航空宇宙事業を展開する多国籍企業。ミサイルの

分野で世界トップクラスのメーカーであり、主要顧客もアメリカ政府機関や軍隊など軍需

産業を対象としている。 
 
（３）Honeywell International Inc（米国ニュージャージー州） 
 航空宇宙事業を子会社 Honeywell Aerospace 社（米国アリゾナ州）にて実施。売上高は

2019 年決算で、141 億ドルと全 Honeywell の 38％を占める。主にエンジン製品、システ

ム、アビオニクス、電子機器、降着機部品、センサー、スイッチなどを提供する。2020 年

2 月、積層造形（AM）技術の VELO3D 社と航空機部品の AM 生産の提携を発表。 
 
（４）Rockwell Collins Inc（米国アイオワ州） 
 航空機用の電子機器、通信機器、フライトシミュレーション、トレーニング、MRO サー

ビス、ナビゲーション、監視システムなどを含む製品・サービスを提供。2007 年、三菱重

工との間に MRJ のフライト・コントロール・コンピューター、アビオニクスを提供する契

約を締結。 
 
（５）Spirit AeroSystems Holdings Inc（米国カンザス州） 
 世界最大の航空機の機体の製造業者であり、航空機製造の Tier1 企業のひとつ。航空機の

機首、胴体、主翼、エンジンケースなどを製造している。特にボーイング社との関係が深
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く、737MAX に部品を供給する最大の部品メーカーである。737MAX の胴体と翼の構造部

分の 70%を製造し、同機部品が年間売上高の 5 割以上を占める。 
 
 

以上 
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2050年に向けた建築部門の脱炭素化 
 
オランダの研究機関 CE Delft が 2020 年 7 月に発行した 2050 年に向けての建物の脱炭

素化に関するレポート『Zero Carbon Buildings 2050』の内容について以下に紹介する。 
 

1. はじめに 
住宅やオフィスビルなどの建築物からの温室効果ガス（GHG）排出量は、EU の GHG

排出量の 36％を占める。そのため、EU の建築部門の脱炭素化に関する取り組みは、2050
年に向けてネット・ゼロ経済の主な課題となっている。しかし、電力部門や輸送部門と異

なり、建設部門において脱炭素技術の普及が低迷している。 
この報告書は、欧州気候基金（ECF）の 2050 年の正味排出量ゼロを目指す Net-Zero 

2050 というイニチアチブの一環であり、ネット・ゼロ経済を達成するために、建築部門の

脱炭素化の必要性を強調するものである。また、住宅を中心とする建物の脱炭素化に向け

た新たな政策を策定し、CO2 排出量を削減する政策のポテンシャルを示すものである。こ

の報告書は、すべての EU 加盟国を対象とし、建物の利用における排出（Operational 
emission、以下「利用からの排出」）および建設において建物に組み込まれる排出

（Embedded emission、以下「組み込まれた排出」）が対象である。 
ECF は、排出量削減ポテンシャルの分析をオランダの研究機関である CE Delft に委託

した。CE Delft は、既存および予測される建築部門からの排出量に関するデータ、および

Climact 社により開発された排出量ゼロのシナリオを参照し研究を行った。この研究の結

果を踏まえ、政策のニーズや欠如を分析するための枠組みを設立した。ポーランド、スペ

インおよびオランダからの政策が事例として挙げられる。最終的には、専門家パネルとの

協議により、イノベーションのニーズが特定されていた。 
新型コロナウイルスの拡大の影響で人々が生活の大部分を家庭で過ごす時間が増えてい

ることから、家庭やビルで省エネを進める必要性は改めて明らかになった。従って、健康

と生活を改善するとともに、エネルギー貧困と CO2 排出量を削減するために、建物におい

てエネルギー効率を引き上げる必要がある。さらに、建物の改修などに投資することで、

雇用の創出が期待できる。建築部門の脱炭素化に向けた新たな政策を策定し、既存の政策

を改正することは、中長期的な利益をもたらすとされている。 
EU は既にグリーン建物への投資の経済的なメリットを認識し、欧州グリーンディール

（European Green Deal）の一環としてリノベーション・ウェーブ（Renovation Wave）
と称される計画に取り組んでいる。さらに、次世代の EU 経済回復計画および多年度財政

枠組みは、EU と国家レベルで脱炭素化に向けた政策を策定かつ導入する機会を提供して

おり、建築部門からの温室効果ガスを大幅に削減することが期待されている。 
 

2. 主な結果 
既存の政策だけでは、EU の 2050 年の建築部門の脱炭素化の目標は未達となる見込みで

ある。2016 年までに採択された政策を考慮した EU シナリオによると、2050 年までに建

築部門の温室効果ガスは 30％の削減に留まると推定されている（図 1）。また、政策が十

分に実施されず、EU の 2020 年の 20％エネルギー効率という目標も未達となる見込みで

ある。この 2050 年の予測では、クリーンエネルギーパッケージ（Clean Energy Package）
の下で採択される政策が含まれていないため、既存の EU 政策で建築部門のネット・ゼロ

目標は達成できないことが明らかになった。 
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ネット・ゼロ経済を達成するためには、建築部門からの排出量を大幅に削減する必要が

ある。ドイツのシンクタンクである Agora Energiewende 社の研究によると、建築部門か

らの排出量を削減する他に選択肢はないという。以前に発表された 2050 年までに化石燃

料ゼロのエネルギーを目指すことに関する研究（Towards Fossil Free Energy in 2050）
も、建物の効率を改善する措置およびスマート技術は、エネルギー移行で不可欠な役割を

果たすことを示している。2050 年までに建築部門が完全に脱炭素化しなければ、他の部門

は排出量をさらに削減しなければならないことを意味する。 
2050 年までに完全な脱炭素化を成し遂げるためには、住宅やオフィスビルなどの建築物

において野心的な措置を導入する必要がある。様々な措置を評価するために、Climact 社

は EUCalc（EU-Calculator）という排出量ゼロのシナリオのプロジェクトを開発した。

EUCalc モデルは、様々な条件を設定し、2050 年までの EU 温室効果ガス排出量、コスト、

雇用や建物などへの影響を計算できるものである（参照： http://tool.european-
calculator.eu/）。条件設定としては人々の行動パターン（旅行、家庭、食生活、消費）、

技術と燃料（輸送、建物、製造、電力）、資源と土地利用（土地と食品、生物多様性）お

よびその他の条件（人口、食糧の国内供給など）の分野で野心レベル（1～4 レベル）設定

できる。上記の研究では、2050 年に排出量ゼロのシナリオを達成するために、建築部門に

おいて全ての条件を最高野心レベルに設定しており、電力および産業の脱炭素化に向けて

追加の仮定条件を設定した。 
建設における排出量（Embedded 排出：埋め込まれた排出）は、建設および改修材料の

炭素強度に基づいている。電気器具、インフラおよび再生可能電力に関する「埋め込まれ

た排出量」は研究の対象外となっている。建物の利用による排出量と比較するために、脱

炭素化された産業からの「埋め込まれた排出」の削減は、年間排出削減量とみなされる。 
建物の分野では、さらなる 5 つの条件で野心レベルを設定できる。この 5 つの条件は以

下の通りである。 

図1  CE Delftのシナリオにおける2050年までの家庭部門の年間排出量の推移予測 
出典：Zero Carbon Buildings 2050、CE Delft 

既存の政策では 30%

削減に留まる 
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